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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 1,865,907 46.8 44,627 99.6 47,810 85.5 35,417 121.5

2021年３月期 1,271,050 － 22,361 － 25,772 － 15,992 －

（注）包括利益 2022年３月期 39,806百万円 （86.7％） 2021年３月期 21,321百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年３月期 1,098.03 － 13.2 4.8 2.4

2021年３月期 495.79 － 6.5 3.0 1.8

（参考）持分法投資損益 2022年３月期 2,439百万円 2021年３月期 2,559百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 1,100,441 308,198 25.7 8,759.36

2021年３月期 883,285 278,090 28.9 7,917.51

（参考）自己資本 2022年３月期 282,534百万円 2021年３月期 255,389百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年３月期 △113,001 △5,327 100,633 28,818

2021年３月期 47,255 △6,451 △9,993 55,881

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年３月期 － 50.00 － 110.00 160.00 5,161 32.4 2.1

2022年３月期 － 160.00 － 190.00 350.00 11,290 31.9 4.2

2023年３月期（予想） － － － － 300.00 32.3

（％表示は、対前期増減率）

経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 43,000 △10.1 30,000 △15.3 930.09

１．2022年３月期の連結業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

※会計方針の変更に伴い遡及適用を行ったため、2021年３月期の財務数値については遡及適用後の数値を記載しております。なお、対前期増減率

は記載しておりません。

（２）連結財政状態

※会計方針の変更に伴い遡及適用を行ったため、2021年３月期の財務数値については遡及適用後の数値を記載しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

※会計方針の変更に伴い遡及適用を行ったため、2021年３月期の財務数値については遡及適用後の数値を記載しております。

２．配当の状況

※2023年3月期（予想）の第２四半期及び期末配当につきましては、2023年3月期の連結業績予想を通期のみで作成しており、中間と期末の配当を

分けて予想することができないため、年間配当金の合計のみを記載しております。

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期 32,307,800株 2021年３月期 32,307,800株
②  期末自己株式数 2022年３月期 52,712株 2021年３月期 51,577株
③  期中平均株式数 2022年３月期 32,255,655株 2021年３月期 32,257,181株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 1,245,531 51.6 24,284 65.0 30,430 51.3 23,663 50.2

2021年３月期 821,843 － 14,714 － 20,113 － 15,750 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期 733.54 －

2021年３月期 488.24 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 835,470 197,023 23.6 6,107.72

2021年３月期 686,470 186,222 27.1 5,772.70

（参考）自己資本 2022年３月期 197,023百万円 2021年３月期 186,222百万円

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
2022年３月期の個別業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

※会計方針の変更に伴い遡及適用を行ったため、2021年３月期の財務数値については遡及適用後の数値を記載しております。なお、対前期増減率

は記載しておりません。

（２）個別財政状態

※会計方針の変更に伴い遡及適用を行ったため、2021年３月期の財務数値については遡及適用後の数値を記載しております。

＜個別業績の前期実績値との差異＞
　鉄鋼事業の事業環境が国内外での鉄鋼需要回復に伴い好転したことにより、前事業年度の実績値と当事業年度の実績値
との間に差異が生じております。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、その達成を当社として約束する趣旨のものではありま

せん。また、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる条件等については、添付資料Ｐ．２

「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

　決算補足説明資料については、TDnetで2022年５月11日に開示し、同日、当社ホームページに掲載いたします。

（決算説明会資料の入手方法）

　当社は2022年５月24日に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速や

かに当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首より適用

しており、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

①当期の経営成績

　当期の世界経済は、上期は新型コロナウイルス感染症対策の進展等により総じて回復しましたが、下期は変異株

による感染の再拡大に伴う人手不足に加えて、ロシアのウクライナ侵攻に伴い経済の減速感が強まりました。日本

においては、前期からの回復はありましたが、半導体の供給制約に伴う自動車生産の減産等により回復は緩慢とな

り、冬場のコロナウイルス感染者数の急増に伴う消費者心理の冷え込み等もあり、個人消費の低迷が継続しまし

た。

　このような経営環境の中、当社グループは、将来にわたって事業環境の構造的変化を乗り越え、社会的に価値あ

る製品とサービスの供給を通して「社会に貢献する強靱な成長企業」を実現することを目指し、2021年５月に策定

した「中長期経営計画」に基づく施策に取り組んでまいりました。

　当社グループの連結業績につきましては前期と比較し、売上高は46.8％、5,948億円増収となる１兆8,659億円と

なりました。営業利益は99.6％、222億円増益となる446億円、経常利益は85.5％、220億円増益となる478億円とな

り、親会社株主に帰属する当期純利益は121.5％、194億円増益となる354億円となり、経常利益及び親会社株主に

帰属する当期純利益ともに過去 高益を記録いたしました。

　報告セグメントの業績は次のとおりであります。

(鉄鋼)

　鉄鋼事業の事業環境は、国内外での鉄鋼需要回復に伴い好転し、鋼材価格につきましては、需給バランスの改

善や原材料価格の高騰等により前期対比で大きく上昇しました。

　鉄鋼事業の経常利益は、成長戦略推進や事業基盤強化等の効果に加え、販売数量の増加や鋼材価格上昇局面に

おける在庫販売益等もあり、前期比約2.3倍、240億円の増益となる432億円となりました。

(産機・インフラ)

　産機・インフラ事業につきましては、アルミ等の高機能素材の販売は増加しましたが、メーカーの減産影響を

受けた自動車部品事業等の事業環境は、引続き厳しいものとなりました。

　産機・インフラ事業の経常利益は、グループ会社の損益悪化等もあり、前期比17％、４億円の減益となる21億

円となりました。

(繊維)

　繊維事業を取り巻く事業環境は、国内アパレル市場の構造的な縮小に加え、新型コロナウイルス感染防止に伴

う外出自粛や在宅勤務定着の影響等により衣料品販売が落ち込み、他地域への短納期振替生産によるコストアッ

プ影響、物流費の高騰もあり、厳しい状況が継続しました。繊維事業の業績は、前期比22億円の減益となる５億

円の経常損失となりました。

　本年１月に三井物産との繊維事業統合によりMNインターファッション株式会社を設立する等、事業基盤強化と

成長戦略の推進に取り組んでおります。

(食糧)

　食糧事業を取り巻く事業環境は、外食店舗の休業や営業時間短縮等の影響等により厳しい状況が継続しました

が、業績面では中食需要の取り込みを含む成長戦略の実行に努めた結果、経常利益は、前期比24％、５億円の増

益となる29億円となりました。

②今後の見通し

　2022年度の世界経済は、ウクライナ危機に伴う資源・素材価格の高騰や貿易条件の悪化に加えて、コロナ禍によ

るサプライチェーン制約の長期化等により、インフレの進行と経済成長の減速が懸念される不透明な状況でありま

す。

　当社グループは中長期経営計画の諸施策の推進と必要な補強策を実行し、事業環境の変化を乗り越え、社会的に

価値ある製品とサービスの供給を通して、社会に貢献し、企業価値向上を図ってまいります。

　2023年３月期の通期連結業績予想につきましては、経常利益は430億円、親会社株主に帰属する当期純利益は300

億円を見込んでおります。
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2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

自己資本比率（％） 24.0 27.6 28.9 25.7

時価ベースの自己資本比率（％） 15.1 13.7 14.8 15.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 35.1 7.6 6.3 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 2.2 9.6 19.3 －

　（注）　自己資本比率（％） ：自己資本÷総資産

時価ベースの自己資本比率（％） ：株式時価総額÷総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） ：有利子負債÷営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ：営業キャッシュ・フロー÷利息支払額

（２）当期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

　当期末の資産合計は、売上高の増加に伴う売掛金の増加等により、前期末比2,171億円の増加となる１兆1,004億

円となりました。 有利子負債は、運転資金の増加等に伴い、前期末比1,172億円の増加となる4,156億円となりま

した。純資産合計は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上等により、前期末比301億円の増加となる3,081億円

となりました。

　なお、当期末の自己資本は2,825億円となり、自己資本比率は25.7％、ネット有利子負債自己資本比率（ネット

D/Eレシオ）は、1.36倍となりました。

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は前期末比270億円の減少となる288億円となりました。

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは1,130億円の支出となりました。主な資金減少要因は売

上債権の増加1,345億円、棚卸資産の増加937億円、主な資金増加要因は仕入債務の増加658億円、税金等調整前当

期純利益の計上521億円等であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは53億円の支出となりました。主な支出は有形固定資産の取得による支出

52億円であります。主な収入は投資有価証券の売却による収入42億円であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは1,006億円の収入となりました。主な収入は短期借入金の増加725億円、コ

マーシャル・ペーパーの増加390億円であります。主な支出は配当金の支払額87億円であります。

③キャッシュ・フロー関連指標の推移

※　いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済普通株式数（自己株式控除後）をベースに算出しております。

※　営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。

※　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。

※　利息支払額は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の 重要課題の一つと考え、財務体質の改善を図りつつ、連結配当性

向につきましては30％以上を目安としております。

　当期の期末配当につきましては、この基本方針に則り、１株につき190円（中間配当160円と合わせて年間配当350

円、配当性向31.9%）とすることで、定時株主総会にお諮りすることといたしました。

　また、次期の剰余金の配当につきましては、通期300円を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準に基づき連結財

務諸表を作成する方針であります。

　なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針

であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 56,857 30,559

受取手形及び売掛金 542,576 －

受取手形 － 51,144

電子記録債権 － 116,085

売掛金 － 511,374

棚卸資産 113,143 200,104

その他 20,337 28,155

貸倒引当金 △1,413 △1,428

流動資産合計 731,502 935,995

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 20,131 21,351

機械装置及び運搬具（純額） 12,664 12,785

工具、器具及び備品（純額） 1,648 1,500

土地 23,864 23,962

リース資産（純額） 2,244 1,179

建設仮勘定 1,193 970

有形固定資産合計 61,747 61,750

無形固定資産

のれん 326 233

その他 584 680

無形固定資産合計 910 913

投資その他の資産

投資有価証券 73,963 85,545

長期貸付金 33 367

退職給付に係る資産 2,089 1,629

繰延税金資産 2,478 2,829

その他 13,435 14,408

貸倒引当金 △2,875 △2,998

投資その他の資産合計 89,125 101,781

固定資産合計 151,783 164,445

資産合計 883,285 1,100,441

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 255,025 312,316

短期借入金 87,482 169,581

コマーシャル・ペーパー 46,000 85,000

１年内償還予定の社債 － 15,000

リース債務 979 327

未払法人税等 4,705 9,703

賞与引当金 4,151 4,659

関係会社整理損失引当金 22 62

その他 28,792 39,180

流動負債合計 427,159 635,831

固定負債

社債 80,000 65,000

長期借入金 84,915 81,019

リース債務 1,341 859

繰延税金負債 2,470 832

役員退職慰労引当金 721 512

債務保証損失引当金 617 －

退職給付に係る負債 3,297 3,398

その他 4,671 4,787

固定負債合計 178,035 156,410

負債合計 605,195 792,242

純資産の部

株主資本

資本金 16,389 16,389

資本剰余金 54,492 54,358

利益剰余金 175,270 201,960

自己株式 △158 △164

株主資本合計 245,993 272,543

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,184 3,770

繰延ヘッジ損益 △71 16

為替換算調整勘定 1,784 5,765

退職給付に係る調整累計額 498 437

その他の包括利益累計額合計 9,395 9,990

非支配株主持分 22,701 25,664

純資産合計 278,090 308,198

負債純資産合計 883,285 1,100,441
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

売上高 1,271,050 1,865,907

売上原価 1,150,267 1,705,635

売上総利益 120,782 160,272

販売費及び一般管理費 98,420 115,644

営業利益 22,361 44,627

営業外収益

受取利息 400 368

受取配当金 1,116 1,345

持分法による投資利益 2,559 2,439

仕入割引 426 629

その他 2,527 2,471

営業外収益合計 7,030 7,254

営業外費用

支払利息 2,439 2,684

その他 1,180 1,387

営業外費用合計 3,620 4,071

経常利益 25,772 47,810

特別利益

固定資産売却益 478 －

投資有価証券売却益 784 1,032

出資金売却益 － 15

持分変動利益 － 3,749

債務保証損失引当金戻入額 － 86

特別利益合計 1,263 4,884

特別損失

減損損失 － 31

投資有価証券売却損 23 179

投資有価証券評価損 651 225

出資金売却損 3 41

出資金評価損 714 76

関係会社整理損 － 38

債務保証損失引当金繰入額 617 －

退職給付制度終了損 51 －

特別損失合計 2,061 592

税金等調整前当期純利益 24,974 52,102

法人税、住民税及び事業税 8,307 14,489

法人税等調整額 △537 △765

法人税等合計 7,770 13,723

当期純利益 17,204 38,378

非支配株主に帰属する当期純利益 1,211 2,961

親会社株主に帰属する当期純利益 15,992 35,417

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

当期純利益 17,204 38,378

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5,056 △3,525

繰延ヘッジ損益 299 86

為替換算調整勘定 △2,040 4,515

退職給付に係る調整額 1,444 △37

持分法適用会社に対する持分相当額 △642 388

その他の包括利益合計 4,116 1,427

包括利益 21,321 39,806

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 20,520 36,012

非支配株主に係る包括利益 801 3,794

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 16,389 54,689 160,669 △153 231,594

会計方針の変更による累積
的影響額

△215 △215

会計方針の変更を反映した当
期首残高

16,389 54,689 160,454 △153 231,379

当期変動額

剰余金の配当 △4,355 △4,355

親会社株主に帰属する
当期純利益

15,992 15,992

自己株式の取得 △5 △5

自己株式の処分 0 0 0

連結範囲の変動 △235 89 △145

持分法の適用範囲の変動 3,089 3,089

持分変動差額 37 37

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △197 14,816 △5 14,613

当期末残高 16,389 54,492 175,270 △158 245,993

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 2,168 △371 3,989 △940 4,845 18,437 254,877

会計方針の変更による累積
的影響額

△215

会計方針の変更を反映した当
期首残高

2,168 △371 3,989 △940 4,845 18,437 254,662

当期変動額

剰余金の配当 △4,355

親会社株主に帰属する
当期純利益

15,992

自己株式の取得 △5

自己株式の処分 0

連結範囲の変動 △145

持分法の適用範囲の変動 3,089

持分変動差額 37

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

5,015 300 △2,204 1,439 4,550 4,263 8,814

当期変動額合計 5,015 300 △2,204 1,439 4,550 4,263 23,428

当期末残高 7,184 △71 1,784 498 9,395 22,701 278,090

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 16,389 54,492 175,270 △158 245,993

会計方針の変更による累積
的影響額

－

会計方針の変更を反映した当
期首残高

16,389 54,492 175,270 △158 245,993

当期変動額

剰余金の配当 △8,709 △8,709

親会社株主に帰属する
当期純利益

35,417 35,417

自己株式の取得 △6 △6

自己株式の処分 0 0 1

連結範囲の変動 △17 △17

持分変動差額 △134 △134

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △134 26,690 △5 26,550

当期末残高 16,389 54,358 201,960 △164 272,543

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 7,184 △71 1,784 498 9,395 22,701 278,090

会計方針の変更による累積
的影響額

－

会計方針の変更を反映した当
期首残高

7,184 △71 1,784 498 9,395 22,701 278,090

当期変動額

剰余金の配当 △8,709

親会社株主に帰属する
当期純利益

35,417

自己株式の取得 △6

自己株式の処分 1

連結範囲の変動 △17

持分変動差額 △134

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△3,413 88 3,980 △60 594 2,963 3,558

当期変動額合計 △3,413 88 3,980 △60 594 2,963 30,108

当期末残高 3,770 16 5,765 437 9,990 25,664 308,198

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 24,974 52,102

減価償却費 5,782 5,918

減損損失 － 31

のれん償却額 135 103

貸倒引当金の増減額（△は減少） △260 75

賞与引当金の増減額（△は減少） △520 849

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,846 471

受取利息及び受取配当金 △1,517 △1,714

支払利息 2,439 2,684

持分法による投資損益（△は益） △2,559 △2,439

固定資産売却損益（△は益） △478 －

投資有価証券売却損益（△は益） △761 △853

投資有価証券評価損益（△は益） 651 225

出資金売却損益（△は益） 3 25

出資金評価損 714 76

持分変動損益（△は益） － △3,749

売上債権の増減額（△は増加） 23,353 △134,554

棚卸資産の増減額（△は増加） 16,505 △93,743

仕入債務の増減額（△は減少） △16,259 65,874

その他 4,572 5,551

小計 54,929 △103,062

利息及び配当金の受取額 2,301 2,344

利息の支払額 △2,452 △2,694

法人税等の支払額 △7,522 △9,588

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,255 △113,001

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △271 △692

有形固定資産の取得による支出 △5,971 △5,230

有形固定資産の売却による収入 1,594 167

無形固定資産の取得による支出 △86 △104

投資有価証券の取得による支出 △339 △2,941

投資有価証券の売却による収入 2,259 4,278

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△2,680 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △78 149

長期貸付けによる支出 △23 △350

長期貸付金の回収による収入 28 19

その他 △881 △623

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,451 △5,327

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 749 72,538

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △4,000 39,000

長期借入れによる収入 25,200 7,000

長期借入金の返済による支出 △25,779 △7,487

配当金の支払額 △4,356 △8,708

非支配株主への配当金の支払額 △741 △699

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△15 △17

その他 △1,049 △993

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,993 100,633

現金及び現金同等物に係る換算差額 △363 1,283

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 30,447 △16,411

現金及び現金同等物の期首残高 25,314 55,881

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 119 －

会社分割に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △10,652

現金及び現金同等物の期末残高 55,881 28,818
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を、当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。主な変更点は以下のとおりです。

・代理人取引に係る収益認識

　一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客への財又はサ

ービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支

払う額を控除した純額で収益を認識することとしています。

　当該会計方針の変更は、原則として遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となって

おります。ただし、収益認識会計基準第85項に定める以下の方法を適用しております。

(1)前連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約について、

比較情報を遡及的に修正しないこと

(2)当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に含まれる

変動対価の額について、変動対価の額に関する不確実性が解消された時の金額を用いて比較情報を遡及的に修正す

ること

(3)前連結会計年度内に開始して終了した契約について、前連結会計年度の連結財務諸表を遡及的に修正しないこと

　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連

結会計年度より「受取手形」、「電子記録債権」及び「売掛金」に含めて表示しております。

  この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の売上高は802,190百万円減少し、売上原価は802,275百万

円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ84百万円増加しております。また、前連結会

計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は215百万円減少しており

ます。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当

連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 

2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将

来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の拡大による影響に関する会計上の見積り）

　当社グループは、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、連結財務諸表作

成時において入手可能な情報に基づき実施しており、新型コロナウイルス感染症の影響については、当連結会計年度

以後においても一定程度は残ると想定しております。しかしながら、この想定には不確実性があり、今後の当社グル

ープの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
(注)
２，３

連結
財務諸表
計上額
(注)４

鉄鋼
産機・

インフラ
繊維 食糧 計

売上高

外部顧客への売上高 1,021,872 62,442 96,840 89,561 1,270,717 332 1,271,050 － 1,271,050

セグメント間の内部

売上高又は振替高
371 495 3 － 869 59 929 △929 －

計 1,022,243 62,937 96,844 89,561 1,271,587 392 1,271,979 △929 1,271,050

セグメント利益

（経常利益）
19,132 2,563 1,675 2,388 25,760 11 25,772 0 25,772

セグメント資産 691,096 62,278 51,384 39,398 844,157 1,680 845,837 37,447 883,285

その他の項目

減価償却費 3,801 842 1,054 59 5,757 24 5,782 － 5,782

のれん償却額 － 41 － 94 135 － 135 － 135

受取利息 367 2 5 24 400 － 400 － 400

支払利息 2,153 101 96 64 2,416 22 2,439 － 2,439

持分法投資利益

又は損失（△）
394 2,109 55 － 2,559 － 2,559 － 2,559

持分法適用会社への

投資額
12,378 23,040 425 － 35,843 － 35,843 － 35,843

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
4,678 1,253 78 31 6,042 15 6,057 － 6,057

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、鉄鋼、産機・インフラ、繊維、食糧その他の商品の販売及び輸出入業を主な事業にしており、

取り扱う商品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、取扱商品に基づく４事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「鉄

鋼」、「産機・インフラ」、「繊維」及び「食糧」の４区分を報告セグメントとしております。

　鉄鋼は鋼板、鋼管、条鋼、棒線・特殊鋼、建材、原燃料、機材等を取り扱っております。産機・インフラは産業

機械、非鉄金属、鋳鍛品、鉄道機材等を取り扱っており、持分法適用会社において工業団地開発販売、発電事業等

を行っております。繊維は繊維製品、繊維原料を取り扱っております。食糧は輸入食肉、水産物等を取り扱ってお

ります。

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告セグメントの利益は、経常利益であります。なお、セグメント間の取引は、会社間の取引であり、市場価

格等に基づいております。

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度(自  2020年４月１日  至  2021年３月31日)

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業他を含んでおり

ます。

２　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント資産の調整額37,447百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産37,593百万円及び

セグメント間取引消去△146百万円が含まれております。全社資産は、主に親会社の現金及び預金であります。

４　「報告セグメント」及び「その他」のセグメント利益の合計は、調整額を除き、連結損益計算書の経常利益

と一致しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
(注)
２，３

連結
財務諸表
計上額
(注)４

鉄鋼
産機・

インフラ
繊維 食糧 計

売上高

外部顧客への売上高 1,593,758 89,910 75,619 106,400 1,865,689 217 1,865,907 － 1,865,907

セグメント間の内部

売上高又は振替高
630 651 3 － 1,284 60 1,345 △1,345 －

計 1,594,388 90,561 75,622 106,400 1,866,974 278 1,867,252 △1,345 1,865,907

セグメント利益
又は損失（△）
(経常利益又は経常損失)

43,205 2,118 △536 2,950 47,738 71 47,810 0 47,810

セグメント資産 938,050 72,728 31,646 49,604 1,092,030 1,707 1,093,737 6,703 1,100,441

その他の項目

減価償却費 4,215 957 689 39 5,903 15 5,918 － 5,918

のれん償却額 10 － － 93 103 － 103 － 103

受取利息 335 6 7 19 368 － 368 － 368

支払利息 2,374 191 53 50 2,669 14 2,684 － 2,684

持分法投資利益

又は損失（△）
1,364 1,163 △88 － 2,439 － 2,439 － 2,439

持分法適用会社への

投資額
14,152 25,009 19,445 － 58,606 － 58,606 － 58,606

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
4,261 856 28 155 5,302 32 5,334 － 5,334

　当連結会計年度(自  2021年４月１日  至  2022年３月31日)

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業他を含んでおり

ます。

２　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント資産の調整額6,703百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産7,104百万円及びセ

グメント間取引消去△400百万円が含まれております。全社資産は、主に親会社の現金及び預金であります。

４　「報告セグメント」及び「その他」のセグメント利益の合計は、調整額を除き、連結損益計算書の経常利益

と一致しております。

４　報告セグメントの変更等に関する情報

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用しております。こ

の結果、従来の方法に比べて、当連結会計年度の売上高は、鉄鋼事業で1,085,858百万円、産機・インフラ事業で

18,718百万円、繊維事業で1,149百万円、食糧事業で42,638百万円それぞれ減少しております。また、経常利益に

与える影響は軽微であります。なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の測

定方法により作成したものを記載しております。
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（単位：百万円）

日本 アジア その他 合計

917,279 240,230 113,539 1,271,050

（単位：百万円）

日本 アジア その他 合計

39,728 9,001 13,016 61,747

（単位：百万円）

日本 アジア その他 合計

1,271,413 393,733 200,760 1,865,907

（単位：百万円）

日本 アジア その他 合計

39,290 8,902 13,557 61,750

【関連情報】

　前連結会計年度(自  2020年４月１日  至  2021年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　報告セグメントと同様のため、記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(１)売上高

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(２)有形固定資産

３　主要な顧客ごとの情報

　　　　該当する顧客はありません。

　当連結会計年度(自  2021年４月１日  至  2022年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　報告セグメントと同様のため、記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(１)売上高

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(２)有形固定資産

３　主要な顧客ごとの情報

　　　　該当する顧客はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
全社・

消去

連結財務諸

表計上額鉄鋼
産機・

インフラ
繊維 食糧 計

減損損失 31 － － － 31 － 31 － 31

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
全社・

消去

連結財務諸

表計上額鉄鋼
産機・

インフラ
繊維 食糧 計

当期償却額 － 41 － 94 135 － 135 － 135

当期末残高 － － － 326 326 － 326 － 326

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
全社・

消去

連結財務諸

表計上額鉄鋼
産機・

インフラ
繊維 食糧 計

当期償却額 10 － － 93 103 － 103 － 103

当期末残高 － － － 233 233 － 233 － 233

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度(自  2020年４月１日  至  2021年３月31日)

　該当事項はありません。

　当連結会計年度(自  2021年４月１日  至  2022年３月31日)

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　前連結会計年度(自  2020年４月１日  至  2021年３月31日)

　当連結会計年度(自  2021年４月１日  至  2022年３月31日)

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　前連結会計年度(自  2020年４月１日  至  2021年３月31日)

　該当事項はありません。

　当連結会計年度(自  2021年４月１日  至  2022年３月31日)

　該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自  2020年４月１日

至  2021年３月31日）

当連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

１株当たり純資産額 7,917.51円 8,759.36円

１株当たり当期純利益 495.79円 1,098.03円

前連結会計年度
（自  2020年４月１日

至  2021年３月31日）

当連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 15,992 35,417

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
15,992 35,417

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,257 32,255

前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当連結会計年度末
(2022年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 278,090 308,198

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
22,701 25,664

　（うち非支配株主持分（百万円）） (22,701) (25,664)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 255,389 282,534

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
32,256 32,255

（１株当たり情報）

　(注)１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　なお、期中平均株式数は、当社の期中平均発行済株式数から期中平均自己株式を控除して算定しております。

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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